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Abstract: In Tokyo and Koto 5 wards, there is a zero-meter zone above sea level, and there are concerns about long-term inundation 
damage. In addition, many companies are located. The purpose of this paper is to organize the actual situation of countermeasures for 
large-scale flood damage to private enterprises in Koto 5 wards and the distribution of companies with head office functions. As a 
result, the response to administrative companies was still insufficient. Regarding the distribution of companies, there were 449 
companies in total and 344 companies in the inundated area. As for future measures, it is important to improve the measures for 
companies in each ward and to promote the construction of a system in which the wards and companies cooperate. 
 
１．	はじめに 

近年，都市部では，局所的な豪雨に伴う水害が頻発

しており，行政主導による水害対策や水害時の民間企

業の事業継続および早期復旧に向けた BCP（事業継続
計画）の立案等の各種取り組みが実施されてきている．

特に東京都の海抜ゼロメートル地域を有する江東 5 区
（足立区，葛飾区，墨田区，江東区，江戸川区）には，

東京都の都市経済を支える民間企業が多数立地してい

る．そのため，洪水・高潮等による長期的な浸水被害

が懸念されており，行政と民間企業の連携による大規

模水害を想定した対策を講じていく必要がある． 
そこで本稿では，海抜ゼロメートル地域を有する江

東 5 区を対象に，各区における民間企業に対する大規
模水害を想定した対策の動向を整理するとともに，江

東 5 区に立地する本社機能を有する民間企業の分布状
況を把握すること目的とする． 
 
２．	調査概要 

Table 1に調査概要を示す．調査は，各区の水害担当
職員へのヒアリング調査および文献調査を実施し，各

区の民間企業に対する大規模水害を想定した水害対策

の内容を把握した．次いで，東洋経済新報社発行「2019
年夏号会社四季報」および「会社四季報未上場会社版」

に基づき，江東 5 区における本社機能を有する民間企
業の分布状況を整理した． 
 

３．	調査結果 

3-1．各区の民間企業に対する水害対策 

江東 5 区における各区の民間企業に対する水害対策

に着目すると，葛飾区では，地階を有する建物を対象

とした「避難情報伝達システムへの登録促進」や「要

配慮者施設向けの避難確保計画」の作成，「洪水避難訓

練実施の検討」等が実施されていた．また，江戸川区

では，民間企業への BCP 策定の促進を実施していた．
さらに，江東区では，具体的な取り組み実施には至っ

ていないものの，民間企業への水害リスクに関する情

報提供や水害対策の実施に向けた検討が進められてい

た．一方，足立区・墨田区では，現状，行政による民間

企業への対策は実施されていない状況がみられた．ま

た，民間企業の BCP策定状況に関して，江東 5区全区
ともに民間企業への調査は実施されておらず，民間企

業へ向けた水害対策の対応度合いは，必ずしも各区に

おいて把握・共有されていないとともに未だ不十分で

あるという実情が確認できた． 
 
3-2．本社機能を有する民間企業の分布状況 

Fig.1に江東 5区における本社機能を有する民間企業
の分布状況，Table 2に江東 5区における浸水想定域内
立地企業の業種別の内訳を示す．江東 5 区における本
社機能を有する民間企業の分布状況を整理した結果， 

１：日大理工・学部・海建	２：日大理工・教員・海建	

Table 1．Overview of interviews and items 

調査項目

調査対象地

調査対象者

江東 5区（足立区 , 江戸川区 , 葛飾区 , 江東区 , 墨田区）

江東 5区における各区役所の水害対策事業 関係職員
・民間企業へ向けた水害対策の情報伝達・施策等の有無
・BCP策定企業 , 建築的対応がみられる企業数の把握状況 等

調査期間

調査概要 会社四季報を用いた江東 5区立地企業の抽出

調査方法 ヒアリング調査

他　5項目 

調査 ①

調査 ② 調査期間

2019 年 8月 26 日～9月 13 日

2019 年 8月 5日～8月 30 日
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江東 5区全体において 449社の民間企業の立地を確認
できた．区ごとの立地数に着目すると，江東区が 258社
と最も多く，次いで，墨田区が 101社，足立区が 40社，
江戸川区が 35社，葛飾区が 15社と続いた．また，抽
出した 449 社の内，浸水想定域に立地している民間企
業は 344社確認でき，江東 5区における本社機能を有
する民間企業の 7 割以上が水害時に浸水被害が生じる
可能性があることがわかる．次いで，業種別の内訳に

着目すると，卸売業が 89社と最も多く確認でき，全体
の約 26%を占めており，物流業が 30社，建物管理業が
28社，建設業が 21社と続いた． 
 

４．	おわりに 

本稿では，江東 5 区を対象に，各区における民間企
業に対する水害対策の動向と本社機能を有する民間企

業の分布状況を把握した．その結果，江東 5 区におけ
る各区の民間企業への対策は，区ごとに差異が生じて

おり，現状，対策を講じていない自治体も確認できた．

さらに，民間企業への水害対策は一部の取り組みに留

まっていた．また，民間企業の分布状況に関しては，

江東 5 区において 449 社確認でき，その内，7 割以上
が浸水想定域に立地していることが確認できた． 
今後は，大規模水害時の事業継続および早期復旧に

向けた民間企業への対策を徹底するとともに，情報共

有等の区と企業とが連携した対応が望ましいと考える． 
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Table 2．Breakdown by industry 
Figure 1．Company distribution 
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